
























1946年にアメリカ内国歳入局（The Bureau of Internal Revenue）は定率
法の選択について一致の要件を課したが（矢内 2011、167頁）1）、1954年内国











本稿は、会計手続委員会（Committee on Accounting Procedure : CAP）と




































Chapter 10, par. 1）とした点と整合している。
ARB44公表の４年後の1958年７月に、CAPは、ARB44における課税の繰
延べ効果に関する認識規準を変更する ARB第44号〔改訂版〕「逓減残高償却
法」（CAP 1958 : ARB44R）を公表した。ARB44Rは、費用収益の適正な対応
（an equitable matching of costs and revenues）を達成し、損益計算の歪曲を
排除するためには、課税の繰延べが比較的長期間にわたる場合であっても、
金額的に重要性がある場合には、繰延税金を認識することを要求し






引前利益との差額の累計が長期間あるいは無期限に（a long or indefinite pe-
riod）存続するものと合理的に予想される場合には、課税所得計算上の減算
額が将来減少することに鑑みて、繰延税金方式に代えて、税引後法（net-of-


















































（Noyes 1959, p. 81）。この書簡の送付にあたっては、American Electric Power
Companyを含む公益事業会社３社が送付差止めを提訴した。その旨は、「将
来の連邦法人所得税のために拘束された利益剰余金（earned surplus re-
stricted for future federal income taxes）」として貸借対照表の株主持分の区
分に記載してきた金額を同区分から除去することは、短期の借入能力その他














1957年６月に、アメリカ会計士協会（American Institute of Accountants :






















on Research Program 1958, p. 63）6）。





















と同様の立場を採用することを示している（Blough 1962, p. 67）。















































できる（Blough 1962, p. 67）というものである。
上記の経緯にかかわらず、1963年１月に、証券取引委員会（Securities Ex-











































有の会計方式（統一会計制度：Uniform System of Account）を設けて、そ





























Galveston case（Galveston Elec. Co. v. Galveston, 258 U.S. 388（1922））以降、税金は
（所得税も含めて）公正報酬を計算する前に控除すべき営業費の一部であるとされて
いる（Clemens 1950, p. 223）。
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のように認識している。この結果、公益事業は、とくに料金が設定される基











は政治的領域に含まれてきた（Keller and Zeff 1969, p. 400）。
例えば、SECは、一般の事業会社に対しては正常化を要求しているが、
公益事業に対しては正常化とフロー・スルー法のいずれも容認している。連
邦電力委員会（the Federal Power Commission）は、正常化からフロー・ス
ルー法への変更を検討している。州委員会に関しては、15の委員会がフ
ロー・スルー法を指定し、24の委員会が正常化を指定もしくは推奨し、残り
の委員会は立場を明確にしていない（Ely 1966, p. 50）。このように、公益事
業の領域では、法人所得税の会計処理について見解の相違がみられる





（normalization）」という用語がしばしば用いられる（Keller and Zeff 1969, p. 400）。
















フロー・スルー法 86 59 2 3 22 －
繰延税金の認識 124 78 17 3 6 20







（6） （4） （1） （1） － －
248 156 22 11 33 26






















（ARB44R, pars. 8 and 9）、その後、繰延税金を認識していない旨の開示をす
【図表３】 減価償却方法を決定する権限と加速償却を採用した場合の法人所得
税の会計処理
会 社 自 身 規 制 当 局 合 計
数 割 合 数 割 合 数 割 合
電力
定額法 13 81.3 3 18.7 16 100.0
加速償却
正常化 31 73.8 11 26.2 42 100.0
フロー・スルー法 9 25.7 26 74.3 35 100.0
計 53 57.0 40 43.0 93 100.0
ガス
定額法 2 25.0 6 75.0 8 100.0
加速償却
正常化 12 70.6 5 29.4 17 100.0
フロー・スルー法 1 11.1 8 88.9 9 100.0
計 15 44.1 19 55.9 34 100.0
合計 68 53.5 59 46.5 127 100.0
（出所：Brigham 1966, pp. 147 and 151。加速償却の行を加筆。）
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